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計画の策定に当たり 

本市では、「選ばれるまち・住み続けるまち」を目指して、平成 28 年２月に、少子高齢

化などの社会経済環境や風水害の発生など自然環境の変化、多様化する市民ニーズの動向

を踏まえた「平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～」を策定し、様々な施策を推進してき

ました。 

「平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～」の計画期間８年のうち、最初の４年間は、転

入者が転出者を上回る人口の社会増が続き、多くの方々に本市を選んでいただきました。

しかし、人口減少は本市のみならず全国各地で加速しており、今後、それに伴う多くの課

題に直面することが十分に予想されます。 

そこでこのたび、計画期間の中間年を迎えるのを機にこれまでの計画を改訂し、「平塚市

総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～改訂基本計画」を策定しました。この計画では、これまで

取り組んできた施策の成果を点検・検証し、国の動向や経済情勢、SDGｓ（持続可能な開

発目標）といった新たな視点も踏まえ、市政運営を総合的に進めていくための分野別施策

や特に力を入れて取り組むべき重点施策を進化させています。 

また、多岐にわたる課題に正面から向き合い、本市の魅力を最大限に引き出すため、市

民・団体・企業などの皆様からいただいた意見、各界の代表者・有識者から成る平塚市総

合計画審議会並びに平塚市議会における、御審議や御議論なども反映しました。 

平成から令和へと時代が移り変わり、市制９０周年を迎える本市が「さらに、選ばれる

まち・住み続けるまち」として、子や孫へたしかな平塚をつないでいけるよう、全体最適

や選択と集中の視点で、各施策をしっかりと推し進めてまいります。 

結びに、計画の改訂に当たり、市民意識調査、行革ミーティング、パブリックコメント

やほっとミーティング等を通して、貴重な御意見をお寄せいただいた多くの皆様をはじめ、

熱心に御議論いただいた平塚市総合計画審議会委員及び市議会議員の皆様に心から御礼を

申し上げます。 

令和２年２月 

 

市長挨拶文 

今後作成予定 
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「序論」では、計画の策定趣旨や構成を示します。また、人
口の将来展望や土地利用の考え方を示した上で、本市の状況を
踏まえ、人口減少社会への対応やまちづくりの基本姿勢などを
示します。 

第１章 はじめに 

第２章 総合計画の実現に向けて 
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１ 総合計画の策定趣旨 

２ 総合計画の概要 

序論 第１章 

はじめに 
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本市では、市政運営の総合的指針として、2016 年度から 2023 年度までを計画期間とした「平

塚市総合計画～ひらつか NeXT～」を策定し、平塚市自治基本条例（平成 18 年条例第 32 号。

以下「自治基本条例」といいます。）第８条に定めている、まちづくりの指針の実現に向けて、市

政運営を総合的に進めるための分野別施策と、重点課題に対応する重点施策を推進してきました。

また、地方創生＊の実現に向けた地方版総合戦略と一体的に策定し、人口減少問題の克服と地域

経済の活性化に取り組んできました。 

 幅広い施策の展開に加え、新たな拠点の形成が進むとともに、本市の磨き上げられた魅力が市

内外に伝わることで、人口の社会増減が転出超過から転入超過に転じ、さらに、企業が本市に拠

点を移すなど、目に見える効果が着実に表れています。 

 一方で、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行や、ロシアのウクライナ侵攻に端を発する

物価高騰などにより、社会経済環境が大きく変化していることに加え、気候変動＊による災害の

激甚化・頻発化への対応が求められるなど、先行きが不透明な社会において、様々な課題が新た

に生じています。 

 このような時代背景を受け、本市が今後も持続可能な行政運営を進めていくためには、これま

での施策の効果を踏まえるとともに、長期的な展望を見据えつつ、選択と集中の考え方をより徹

底し、施策を展開していく必要があります。 

 （仮称）次期平塚市総合計画は、2070 年までの人口推移を意識した上で、高齢者数がピーク

を迎える 2040 年頃の人口構造＊が社会経済環境に与える影響を踏まえるとともに、市制施行

100 周年を展望して、市民が幸せに暮らすまちの実現を目指し、2031 年度までの８年間の新た

な計画として策定するものです。 

○策定の視点 

・人口減少社会における対応を本格的に進めること。 

・「平塚市総合計画～ひらつか NeXT～改訂基本計画」の４年間を振り返った結果を踏まえる

こと。 

・国の動向や社会経済情勢を踏まえること。 

・新たな課題や市民ニーズに応えること。 

 

 

私たちのまち平塚は、温暖な気候と豊かな自然に恵まれ、先人の英知と努力により、平和で活

力に満ちた住みよいまちとして発展してきました。 

しかしながら、地方分権の進展や少子高齢・人口減少社会の到来など、成長と拡大を基調とし

た社会構造そのものが転換期を迎えた今日、私たち市民には、恒久平和の実現と基本的人権の尊

重を基に、先人が守り育てた文化や自然などの地域財産をいかしながら、市政への参加と議会及

び行政との協働により、市民が幸せに暮らすことのできる新たなまちづくりが求められています。 

こうした認識のもと、私たち市民は、自治の基本理念とまちづくりの指針を明らかにし、市民、

議会及び行政の役割など、自治の基本を定める規範として、ここに、平塚市自治基本条例を制定

します。 

１ 総合計画の策定趣旨 

 
自治基本条例 前文 
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第１章 はじめに    

 
 総合計画は、本市の市政運営を総合的、計画的に進めていくための基本となる計画であり、市

民が幸せに暮らせるまちを目指し、まちづくりの指針の実現に向けて、市民と市で共有していく

最上位の計画となります。 

 なお、総合計画に基づいて実施される個別計画や様々な施策も、市民が幸せに暮らせるまちを

目指し、まちづくりの指針の実現に向けて推進することとなります。 

（１） 総合計画の目指す姿と構成 

 （仮称）次期平塚市総合計画は、自治基本条例第 19 条を根拠に策定するもので、基本計画

と実施計画の２層で構成します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 総合計画の計画期間 

 基本計画の計画期間は、2024 年度から 2031 年度までの８年間とし、社会経済環境の変化

や事業の進捗状況を踏まえ、策定後４年で見直しをします。また、実施計画の計画期間は、3

年間とし、毎年度見直しをします。

２ 総合計画の概要 

  

市民が幸せに暮らすまち 

（自治基本条例第 8 条） 

自治基本条例第８条に定める市民が幸せに暮

らせるまちを目指し、本市を取り巻く状況を

踏まえ、取り組むべき施策を体系的に示しま

す。 

基本計画に示した施策に基づき、具体化して

いくための事業を定めます。 

 

 

基本計画 

実施計画 

１ 世界の人々と相互理解を深め、多様な文

化が共生し、人々が平和に共存するまち 

２ 豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的

人権を擁護するまち 

３ 互いに支え合い、誰もが安心して、安全

に暮らすまち 

４ 自然環境と都市基盤が調和し、自然と人

が共生するまち 

５ 産業を培い、活力とにぎわいのあるまち 

 

総合計画 

目指す姿 まちづくりの指針 
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１ 人口の将来展望 

２ 土地利用の考え方 

３ 本市の状況 

４ 人口減少社会への対応 

５ まちづくりの基本姿勢 

６ 総合計画の進行管理と推進 

序論 第２章 

総合計画の実現に向けて
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約17万人
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０

 

本市の総人口は、2010 年をピークに減少傾向に転じており、2023 年１月１日現在では 25

万 7,649 人となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計を参考に、本市独自で出生・死亡や転出入という２つの

人口変動要因の将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計すると、2040 年の総人口は、

約 22 万 7 千人となり、2070 年の総人口では、約 14 万 9 千人になります。 

人口減少の進行は、市場規模の縮小や労働力の不足、地域活動を支える担い手の減少、生活利

便施設や公共交通の縮小・撤退、税収の減少や高齢化率の上昇に伴う１人当たりの社会保障費負

担額の増加など、地域経済や市民生活に多大な影響を及ぼし、人口減少を更に加速させるという

負のスパイラルに陥ることが懸念されます。 

このことから、人口減少を緩和するための施策と人口減少に適応していくための施策を、本計

画に基づき、より本格的に進めていくことが必要となります。 

今後、国の人口減少（少子化）対策と併せて、本計画に定める子育て、教育、福祉、産業、都

市基盤などに関する施策を推進し、本市の魅力を磨き上げ、市民のまちに対する愛着の醸成や対

外的なイメージの向上を図ることで、出生動向や人口移動の状況に変化が生じると見込まれます。 

これらの施策効果により、2040 年に合計特殊出生率が 1.8 になるとともに、転出入が均衡す

ると仮定した場合、本市の将来展望人口は、2070 年に約 17 万人になると推計され、何も対策

を講じない場合の将来推計人口と比較すると、約 2 万 1 千人の減少抑制が見込まれます。 

本市の人口の将来展望 

※ 国立社会保障・人口問題研究所の推計（2023 年中に公表予定）を踏まえ、 

修正要否を検討予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】総務省「国勢調査」、本市独自推計を基に作成 

１ 人口の将来展望 

将来展望人口 

将来推計人口 
約 2 万 1 千人 

の減少抑制 
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第２章 総合計画の実現に向けて   

 

本市は、湘南地域の中核都市として、恵まれた自然環境と都市近郊という立地条件を併せ持ち、

様々な生活スタイルが選択できる特性を活かし、平塚駅を中心に都市基盤の整備を進め、商業・

工業・農業が均衡した産業基盤を築いてきました。 

しかし、近年は、平塚駅周辺地区の活性化、事業所の移転や進出、適切な管理がされていない

空家への対応などが求められています。これらに加え、人口減少・少子高齢化の進行といった人

口構造＊の変化、気候変動＊の影響により激甚化・頻発化する風水害と、発生の切迫性が指摘され

ている大規模地震への対応も求められています。 

こうした中、本市を取り巻く状況として、新東名高速道路、県道 410 号（湘南台大神）や道路

２軸（平塚愛甲石田軸及び伊勢原大神軸）などの広域的な幹線道路の整備が予定されており、関

東圏域を超え、今まで以上に多くの人やモノ、文化等の交流を図ることのできる状況下におかれ

ることになります。 

このようなことから、諸課題に対応するとともに、取り巻く状況の変化を好機と捉え、本市の

特性を活かしたまちづくりを進め、多くの人の交流や新たな経済活動の展開を促し、都市の活力

が未来に持続するような土地利用を目指します。 

（１） 都市づくりの基本構造 

既存の都市構造を活かしつつ、持続可能なまちづくりの骨格を形成するため、平塚駅周辺地

区（南の核）とツインシティ大神地区（北の核）の整備、そして２つの核を結ぶ南北都市軸＊の

強化を進めるとともに、西部地域では地域資源の活用による活性化に努めます。また、海岸エ

リアでは魅力を高めます。さらに、社会的な要請でもあるデジタル技術の活用や脱炭素化を進

めるとともに、都市の骨格やその周辺の市街地の都市環境と、相模川や金目川、西部の丘陵・

郊外部の田園・相模湾の砂浜などの自然環境が調和し、美しい景観に恵まれた、便利で快適に

暮らし続けられるまちを目指します。 

これらに加え、都市の活力を未来へ持続するため、防災・減災をはじめとした、まちの強靭

化を進めることに加え、各生活圏へ機能集積をして拠点づくりに努めるとともに、各拠点をつ

なぐ交通ネットワーク＊を維持・強化することにより、コンパクト・プラス・ネットワーク＊の

形成を図ります。 

（２） 土地利用の基本方針 

ア 都市の活力を生み出す土地利用の誘導 

南の核である平塚駅周辺地区は、土地の高度利用や既存ストックの活用を促進し、商業・

業務（オフィスなど）、文化、交流、居住など多機能化を進め、魅力の向上と更なるにぎわい

の創出に努めます。また、北の核であるツインシティ大神地区は、広域的な幹線道路の整備

を見据え、環境との共生を理念とした産業、商業などの都市機能や居住機能を集積して、魅

力あるまちづくりを進めます。さらに、南の核と北の核を結ぶ南北都市軸の交通ネットワー

クを強化するとともに、更なる産業集積と沿道土地利用の活性化に努めます。 

海岸エリアでは、広域的な幹線道路の整備による観光などの交流を見込み、海の魅力を高

める拠点づくりを進め、魅力を発信します。 

２ 土地利用の考え方 
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このほか、活力ある経済活動を促すため、周辺環境と調和を図りながら、新たな企業立地

の推進に努めます。 

イ 安全・快適な居住環境を形成する土地利用の誘導 

公共公益施設の利便性の向上や有効活用に加え、環境に配慮したうるおいのある歩いて暮

らせる生活圏の形成と複数の交通手段をつなぐ交通結節点＊の創出に努めるほか、地域特性

に合わせた移動手段を確保します。また、災害リスクなどを踏まえた居住誘導ほか、市民や

事業者などによる主体的な取組を支援することで、安全・快適な居住と生活利便性の向上を

図ります。 

これらに加え、郊外部では、地域コミュニティの維持に向けて、集落地の居住環境や農業

生産環境を改善するため、土地利用の適正な誘導に努めます。また、大規模施設の跡地にお

いては、周辺環境との調和に努めながら、土地利用の促進を図ります。 

ウ 自然環境やまちなみ景観の保全、向上 

西部地域などのみどりや田園をはじめ、相模川や金目川水系などの豊かな自然資源を次の

世代へ引き継ぎ、その自然の恵みを享受するため、適正な保全を図るとともに、研究機関な

どと連携し、交流やレクリエーションの場づくりに努めます。また、自然資源や地域固有の

歴史・文化などの資源を活かしながら、まちづくりのルールを通して、更に魅力あるまちな

み景観が形成されるよう、誘導に努めます。 

 

将来都市構造図 
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第２章 総合計画の実現に向けて   

 

総合計画の策定に当たり、踏まえるべき事項として、次の７点について整理します。 

（１） 子育て（少子化） 

本市の出生数は、年々減少傾向にあり、2022 年では 1,374 人となっています。特に 2020

年以降は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、出生数の減少幅が拡大しています。 

出生数の減少が続いている要因は、若い女性の人口が減少しているという人口構造＊上の問

題のほか、働き方の変化に伴う未婚化・晩婚化など多岐にわたりますが、若い世代が抱える結

婚・出産・育児に係る経済的不安や心理的負担も一因になっていると考えられます。 

出生数の減少は、中長期的には生産年齢人口（15 歳から 64 歳までの人口）の減少につなが

り、高齢者を支える社会構造や産業を支える労働力にも多大な影響を及ぼすおそれがあること

から、デジタル技術を活用した労働生産性の向上や労働参加の促進に加え、男女が平等に仕事

と子育てを両立できる労働環境が求められています。 

本市の出生数と合計特殊出生率の推移 

 
【備考１】出生数は、「人口速報ひらつか」を基に作成 

【備考２】合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」を基に作成 

【備考３】2018～2022 年の合計特殊出生率は、厚生労働省から未公表（2023 年８月現在） 

夫婦が理想の数の子どもを持たない理由（全国）

 
【備考】国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査（2021 年）」を基に作成 
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子育てや教育にお金がかかりすぎるから

（％）

３ 本市の状況 
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（２） 福祉（高齢化） 

本市の老年人口（65 歳以上の人口）は、年々増加傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究

所の推計を参考にした本市の独自推計によると、2040 年頃に高齢者数のピークを迎え、その

後も超高齢社会が続きます。 

高齢化の進行とともに、高齢夫婦のみの世帯数や高齢単身世帯数が増加傾向にあり、孤立・

孤独、うつ病・認知症、貧困など、社会的な支援を必要とする方の増加が懸念されます。また、

通院・入院や介護が必要な高齢者が増加することによる社会保障費の増大、とりわけ介護需要

の増加が見込まれることに加え、生産年齢人口が年々減少していくことにより、医療・福祉分

野の人材不足やサービスの質の低下が懸念されるほか、各産業の就業者数にも影響を与えるこ

とが見込まれます。 

平均寿命が延び続けている中、高齢者が年齢にとらわれず、いくつになっても健康で元気に

過ごし、それぞれが保有する知識や技能を活かし、社会や地域で活躍することが期待されてい

ます。 

本市の高齢者数の推移と見通し 

※ 国立社会保障・人口問題研究所の推計（2023 年中に公表予定）を踏まえ、 

修正要否を検討予定 

 
【備考１】2020 年までは、総務省「国勢調査」を基に作成 

【備考２】2025 年からは、国立社会保障・人口問題研究所の推計を参考にした本市独自推計を

基に作成 

産業別就業者数の見通し（全国） 

 
【備考】厚生労働省「雇用政策研究会報告書（2019 年７月）」を基に作成  
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第２章 総合計画の実現に向けて   

（３） 産業 

本市の従業者数は、製造業と卸売業、小売業で全産業の約４割を占めています。両業種は、

市内全体の売上高でも約７割を占めており、市内の雇用を創出し、経済を支える基盤といえま

す。また、本市の農水産業では、県内有数の経営耕地面積＊を有し、相模湾に面した地理的条件

から、地域で採れた新鮮な農水産物を地域で消費できることに加え、多くの消費者を抱える都

市部への流通距離が短いといった強みがあります。 

このような地域特性や、それぞれの産業が持つ強みを活かし、新商品の開発や新事業の創出

など、事業者間の連携が進んでいるほか、企業の本社移転やツインシティ大神地区における大

型商業施設の開業など、地域経済にとって前向きな動きも広がっています。 

今後、デジタル化への対応に加え、脱炭素化の進展に伴うサプライチェーン＊の変化が見込

まれる中、輸送用機械器具の製造をはじめとする製造業が多い本市では、企業の経営環境や雇

用環境に大きな変化が生じる可能性があります。このほか、女性の労働力率をみると、いわゆ

るＭ字カーブ＊は改善してきているものの、30 歳代の女性の離職率が依然として高く、出産・

育児を機に離職する女性が多く存在しており、固定的な性別役割分担意識＊が根強く残ってい

ると考えられます。 

 本市の従業者数の内訳         本市の産業別売上高の内訳 

  
【備考】総務省「経済センサス－活動調査（2021 年）」を基に作成 

本市の性別・年齢階級別労働力率（2020 年） 

 
【備考】総務省「国勢調査」を基に作成  
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（４） 安心・安全 

本市は、東京圏に位置しながらも、市内に通勤・通学する方の割合が高く、事業所・学校の

集積や大型商業施設の立地により、拠点性を持った、にぎわいのあるまちとなっています。ま

た、温暖な気候、海・川・丘陵地や里山のみどり、市街地のオアシスである総合公園など、多

様な自然や身近な憩いの空間が、市民にとって大きな魅力として感じられています。 

一方、近年、我が国では、東日本大震災などの大規模地震、台風や局地的な集中豪雨による

熱海市伊豆山土石流災害など、自然災害が激甚化・頻発化しているほか、国際情勢の不安定化

を背景とした有事の発生が危惧されています。今後 30 年以内に約 70％の確率で発生すると

いわれている首都直下地震＊や南海トラフ地震＊も懸念される中、市民の防災に対する意識は高

まっている一方で、コミュニティ活動に関する意識が低くなっています。地域防災力を高める

ためには、自治会等によるコミュニティ活動が重要であることから、これらの理解促進に加え、

多くの市民参加や活動継続に向けた取組の強化が求められています。 

自然災害の激甚化・頻発化は、地球温暖化による気候変動＊が一因とされており、太陽光、風

力、水力などの再生可能エネルギーの利用をはじめとする脱炭素社会の実現に向けた取組の強

化も求められています。 

市民意識（安心して暮らせる支え合いのまちづくり） 

重要度 

 
満足度 

 
【備考】令和４年度平塚市市民意識調査を基に作成 

（５） 土地 

本市は、南の核である平塚駅周辺地区、北の核であるツインシティ大神地区、豊かな自然を

有する西部地域による２核１地域を都市構造の基本として、平塚駅を発着点とするバス路線が

放射方向の主要交通軸を形成しています。 

このような都市が形成される中、市街化区域内の大部分が人口集中地区＊となっています。

2050 年の将来推計によると、人口密度が大きく低下する地域も一部みられるものの、人口集

中地区の水準を維持することが見込まれます。しかしながら、2050 年には高齢化率 40％以

上の地域が広がり、高齢者の移動手段の確保や生活利便性への影響が懸念されます。 

これらに加え、洪水や津波などによる浸水想定区域は、市街化区域に広がっており、防災対

策と併せて居住誘導も求められています。 
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第２章 総合計画の実現に向けて   

（６） 財政状況の見通し 

 

 

 

 

本市の決算状況の推移と財政推計 

 

 

 

 

 

【備考】 

（７） 行財政運営 

本市では、人口増加を背景として、高度経済成長期に多くの公共施設を整備してきたことか

ら、大規模改修や更新の時期が集中することになります。今後の財政状況を踏まえると、全て

の公共施設を維持・更新し続けていくことは困難であり、多機能化や統廃合などの施設再編に

向けた取組を将来世代に先送りすることなく、速やかに着手していくことが求められます。ま

た、持続可能な行財政運営を維持していくため、歳入の確保や歳出の抑制など、更なる行財政

改革も求められます。 

本市の公共施設等の整備状況 

 
【備考】「平塚市公共施設等総合管理計画（令和 3 年 5 月改定）」を基に作成（2022 年度末時点） 
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地方創生＊の実現（人口減少問題の克服）を目指し、10 年後、20 年後の明るい未来に向けて、

本市が魅力あふれるまちとして成長を続けていくためには、市民や事業者など、多様な主体と連

携・協働しながら、複合化する次の諸課題を解決する必要があります。 

（１） 少子化の進行 

希望する人数の子どもを持つことができるよう、妊娠・出産・育児の切れ目のない支援に加

え、子育てと仕事の両立に向けた家庭への支援、地域ぐるみで子どもの成長や子育てを見守り、

支える環境整備など、安心して子どもを産み育てられる社会づくりを分野横断的な視点で、早

期に進める必要があります。 

（２） 高齢化の進行 

人生 100 年時代＊において、平均寿命・健康寿命が延伸している中、旧来の認識にとらわれ

ない高齢者像を前提としていく必要があります。また、誰もが居場所と役割を持ち、地域で支

え合い、住みなれた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステム＊を深化・推進し、地

域共生社会＊を実現する必要があります。さらに、自分らしい生き方の実現に向けて、一人一人

の権利を守る取組を進める必要があります。 

（３） 産業の活性化 

基盤産業＊の生産性の向上や競争力の強化、更なる成長と付加価値の向上の促進、新たなイ

ノベーション＊を誘発する環境を醸成するため、産学公が協力し、経営改革、社会課題の解決、

業態変更といった社会の変化に対応・挑戦する事業者を支援するなど、地域経済の活性化を図

る必要があります。また、就業機会の拡充や安定した雇用機会の創出、多様な働き方を選択で

きる労働環境をつくる必要があります。 

（４） 安心・安全で暮らしやすいまちづくり 

想定される大規模災害に備え、まちの強靭化をはじめとした、自助・共助・公助＊による災害

対応力を更に強化する必要があります。また、生活利便施設＊の集約、公共交通をはじめとする

安心・安全な移動手段を確保するとともに、様々な地域課題や複合化した暮らしの課題に対応

する仕組みの構築など、生活に必要なサービスが効率的・効果的に享受できるよう、市民にと

って暮らしやすい、まちの拠点をつくる必要があります。 

（５） デジタル社会への移行（DX） 

誰もが便利で快適に暮らせる社会の実現に向けて、人口減少社会における課題を解決する有

効な手段としてデジタル技術を活用し、施策効果や行政サービスの利便性・効率性の更なる向

上を図るとともに、まちのデジタル化を促進していく必要があります。 

（６） 脱炭素社会への移行（GX） 

2022 年３月に宣言したゼロカーボンシティ＊の実現に向けて、地球環境への負荷を軽減す

るための取組を推進し、豊かな自然環境の保全と経済活動の両立を図りながら、人口減少社会

における持続可能性を高めていく必要があります。 

４ 人口減少社会への対応 
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第２章 総合計画の実現に向けて   

 

人口減少や少子高齢化の進行などによる厳しい社会経済環境の中でも、自然・歴史・文化・

産業・都市基盤などの本市の優れた特性を活かしながら、将来にわたり市民が幸せに暮らすこ

とができるよう、次に掲げる視点を基本姿勢として、まちづくりを展開します。 

（１） 人口構造＊や社会の変化に対応したまちづくり 

 人口構造や地域社会を取り巻く環境が変化し、これまでの経験を前提とした対応では解決が

困難な課題が生じる中にあっても、市民の暮らしを持続可能な形で支えていく必要があります。 

 このため、将来の人口構造が社会経済環境に与える影響を踏まえた上で、人口減少を緩和さ

せる視点と、人口が減少していく社会に適応していく視点の双方を意識して、施策を立案しま

す。また、目まぐるしく変化していく世の中において、新たな変化や課題に対して受け身にな

るのではなく、組織の縦割り意識を排除し、失敗を恐れずに対応するとともに、その結果から

速やかに改善点の発見や別の解決策への移行を繰り返すことで、機動性の高い施策を展開しま

す。 

（２） 効率的・効果的な行政運営によるまちづくり 

 市民満足度を高める行政サービスを効率的・効果的に継続していくとともに、今後の更なる

人口減少・超高齢社会においても必要な行政サービスを安定して提供できる持続可能な行財政

運営を維持していく必要があります。 

このため、個々の行政サービスについて、デジタル化や民間活力の導入を推進することで、

その効率化や生産性の向上等に取り組みます。また、選択と集中の理念に基づく財政運営の健

全化として、収入確保策や公共施設の最適化等の推進による歳出の抑制に取り組みます。さら

に、人材の育成や確保、職員の能力を発揮できる制度・組織づくり等にも取り組むことにより、

人・組織の活性化や最適化を図ります。 

（３） 愛着を持てるまちづくり 

 まちへの愛着を醸成し、本市と関わりのある人をつなぐとともに、人が住みやすく、企業が

活動しやすい魅力あるまちづくりを進めていく必要があります。 

 このため、本市の強みを生かした施策を展開するとともに、市民や事業者等と連携して本市

の魅力を効果的に発信するシティプロモーション＊を推進し、市民のまちに対する愛着の醸成

と対外的なイメージの向上を図ります。 

（４） 市民等との協働によるまちづくり 

 まちづくりの主体である市民が積極的に市政に関わることが必要となります。また、市民と

市がそれぞれの役割と責任のもと、自主性を尊重し、対等な立場で連携・協力し、まちづくり

を進めるとともに、企業や新たな公共サービスの担い手として活躍の場を広げている NPO 法

人、専門的知見を有する大学との更なる連携も必要となります。 

このため、市政情報の積極的な発信や市民、企業、大学、各種団体などとの情報共有等の取

組を進めるとともに、多様な方法による市民参加や知識、経験、技術等を活かす協働の機会を

提供します。 

５ まちづくりの基本姿勢 



 

18 

 

（５） 行政間の連携によるまちづくり 

 複雑化、高度化する課題へ的確に対応するとともに、各自治体の優れた特性を十分に活かし

た取組が必要となります。また、社会経済環境の変化や、この変化に伴って展開される国・県

の政策を踏まえ、直面する課題に対して適切に対応することも必要となります。 

このような背景を同じくする自治体と、お互いの行政運営の効率化を図り、連携して課題解

決に取り組みます。 

○官民連携と総合計画の推進 

 これらの基本姿勢に基づき、まちづくりを着実に進めていくためには、官民連携が有効な手

段です。様々な分野で市民や事業者など、多様な主体と知恵を出し合いながら協力し、互いの

強みを活かし、総合計画の推進につなげます。 

 

  

人口構造＊や社会の変化に 
対応したまちづくり 

効果的・効率的な行政運営 
によるまちづくり 

愛着を持てるまちづくり 

市民等との協働による 
まちづくり 

行政間の連携による 
まちづくり 
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第２章 総合計画の実現に向けて   

 

 総合計画に定める施策の効果を高めるためには、事業を不断に見直す必要があります。総合計

画に対する行政評価を通して、その結果を分かりやすく公表するとともに、事業の統廃合や改善、

新規事業の立案につなげます。 

実施計画事業に限らず、全ての事業の見直しや立案に当たっては、バックキャスティング※１の

考え方を用いて、目指す姿から解決すべき課題を見い出します。また、EBPM（証拠に基づく政

策立案）※２の考え方を参考にして、設定した指標に限らず、様々な要因についても議論を深める

とともに、データや根拠に基づいて、課題解決に向けた取組を検討します。さらに、まちづくり

の基本姿勢に定める事項を念頭に置いて、施策・事業を実施し、将来にわたり市民が幸せに暮ら

すことができるよう、総合計画を推進していきます。 

 

 

※１ 将来の予測よりも目的の達成に焦点を当て、実現したい未来を先に描き、その実現のた

めに必要な取組やアイデアを生み出すことを狙いとした思考方法のこと。 

 

 

 

目指す姿（①）から現状（②）を捉え、達成に向けた課題（③）を考え、施策・事業を立案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 政策の企画をエピソードのみに頼るのではなく、政策目的を明確化した上で、合理的

な根拠に基づくものとすること。 

 

６ 総合計画の進行管理と推進 

バックキャスティングのイメージ図 
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